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全日本年金者組合中央本部
年 金 相 談　室

＊　後期高齢者医療制度をただちに廃止せよ、安心できる医療制度をつくれ
＊　国は、「宙に浮いた・消えた年金記録で一人の被害者も出さない」という約束を最後まで守れ
＊　当面　加入期間１０年で年金を支給せよ

· 全額国庫負担による最低保障年金制度をつくれ
· 年金からの天引き・絶対反対
年金相談室・相談と質問

Ｑ，「年金記録の改ざん」が大きく報道されています。どういうことですか。
Ａ、本人の知らない間に、年金記録が勝手に直されているケースがあることがわかりました。これが

「記録の改ざん」です。記録が「改ざん」されていると思われる人からの相談をときどき受けます。「改

ざん問題」の存在は予想されていたことですが、大きな問題として浮上してきました。

「年金記録の改ざん」には、①賃金を実際の賃金より低く届け出る（標準報酬月額が低くなる）

2 会社にずっと在籍しているのに、退職し再入社したことになっている（加入期間が一部抜け

て期間が短くなっている）等があります。

1 の場合のように、標準報酬月額が低く「改ざん」されると、事業主・会社の保険料負担は軽くなり

ますが、低い標準報酬月額で年金額が決定されるため受給者・加入者の年金額は低くなります。

2 の場合も同様です。

「ねんきん特別便」には、標準報酬月額は記載されていないため、本人が標準報酬月額を確認す

るには、社会保険事務所に問い合わせなければなりません。

「ねんきん特別便」の欠陥として、標準報酬月額が記載されていないことが最初から指摘されてい

たのですが。

「年金記録の改ざん」は、年金受給者にも、まだ受給していない人にも影響します。

改ざん件数は、現在発表されている件数よりかなり多くなると予想されています。

さらに自分の記録が「改ざん」されていると気が付いていない人がかなりいることも問題です。

Ｑ，何故「年金記録の改ざん」がされたのですか？　その背景は

Ａ、いくつかの要因があります。

① 厚生労働省・社会保険庁は、長年に亘り、保険料の徴収を最重要視してきました。

各県では毎月社会保険事務所の徴収率の順位の一覧を発表、時々開かれる全国所長会議で

も同様の競争をさせられていたと思われます。

②　事業主・会社は、従業員の保険料を半額負担する仕組みのなかで、事業不振等により保険料

　を負担し切れなくなり滞納すると、差押・倒産となるので、何とか避けたいという思いが切実でした。

　③　保険料が上がり続け、中小企業には重い負担となっていきました。

これらの要因が絡み合い、賃金を低く届ける・一時的に退職させる等の不正・違法行為が行われ

ました。

さらに大きな背景として、「保険料を集めて太平洋戦争の軍事費に使ってしまった」という前歴を

持つ国が、公的年金の記録の正確な把握・保管に真剣ではなかったということがあります。

Ｑ，３月に年金記録が見つかり、手続きを済ませましたが、半年経っても何の連絡もありません。
Ａ，社会保険事務所に問い合わせると、約１年後の来年３月か４月に支払いの予定とのことです。

記録が見つかるまでに何ヶ月も掛かり、見つかってから更に１年後の支払いでは、「生きている

うちに受け取れるのか」との怒りも当然です。異常な事態といえます。

「宙に浮いた・消えた年金記録」は国の責任です。処理する人を増やし、早急に支払うべきです。

「早く支払え」の声は、日に日に強くなっています。

　

Ｑ、「宙に浮いた・消えた年金記録」の調査は、今どうなっているのですか。

Ａ，「ねんきん特別便」は、２００８年１０月末で１億人（受給者３,０００万人・加入者７,０００万人）への

発送を終わります。「１億人に送付」というこの誇るべき成果を、国民が生かしきるために年金者組合

の奮闘が期待されています。

最新の数字として、９月９日「第７回年金記録問題に関する関係閣僚会議」で公表された数字を

ご紹介します。

　「宙に浮いた５,０９５万件」は、①統合済み・７５１万件　②一定の解明がされた記録・１,５８８万件

➂今後解明を進める記録・１,４１５万件　④その他、解明作業が進行中の記録等・１,３４１万件・・・

となっています。

その他に、社会保険庁は、「紙台帳の８億５千万件とコンピューター上の１億５千万件の記録を全

て照合する」方針を出しています。これは年金記録の統合に必要な作業です。年金記録の調査・

解明が、かなり長期化することを示しています。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

＊年金相談室では、北海道から沖縄まで一層の相談体制充実のため、アンケートを実施しました。

現在、集約・分析中です。

＊　年金相談室では、組合員はもちろん、組合員以外の方からの年金相談・質問・意見を歓迎して

お答えしています。

全県に県本部があり、支部があり、さらに中央本部がありますのでご相談ください。
全日本年金者組合中央本部・年金相談室から

＊　年金相談日は、毎週、火曜日と木曜日、午前１１時から午後４時まで

電話・ＦＡＸ・手紙・メールなどで、相談・意見・質問なんでもお寄せください。

電話：０３－５９７８－２７５１　　ＦＡＸ：０３－５９７８－２７７７

E-mail/aae41550@pop21.odn.ne.jp
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